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業績予想の修正に関するお知らせ 

最近の業績動向を踏まえ、平成 27 年５月 15 日に公表した業績予想を下記の通り修正いたしま

したのでお知らせいたします。 

 
平成 28 年３月期第２四半期（累計）連結業績予想の修正（平成 27 年４月 1 日～平成 27 年９月 30 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 

親会社に帰属

する四半期純

利益 

1 株当たり 

四半期純利益

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 
百万円

59

百万円

△99

百万円

△98

百万円 

△100 

円 銭

△2.71

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 231 △94 △142 △144 △3.89

増  減  額          （Ｂ－Ａ） 172 4 △43 △43 ―

増 減 率            （％） 292.9 ― ― ― ―

（ご参考）前期第 2 四半期実績 

（平成 27 年 3 月期第 2 四半期） 
235 △95 △95 △95 △2.62

 

平成 28 年３月期通期連結業績予想の修正（平成 27 年４月 1日～平成 28 年３月 31 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 

親会社に帰属

する当期純利

益 

1 株当たり 

当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 
百万円

696

百万円

△141

百万円

△140

百万円 

△143 

円 銭

△3.88

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 696 △141 △245 △248 △6.70

増  減  額          （Ｂ－Ａ） － － △104 △104 ―

増 減 率            （％） － ― ― ― ―

（ ご 参 考 ） 前 期 実 績 

（ 平 成 2 7 年 3 月 期 ） 
829 △188 △188 △173 △4.68

 
平成 28 年３月期第２四半期（累計）個別業績予想の修正（平成 27 年４月 1 日～平成 27 年９月 30 日） 

 売上高 経常利益 四半期純利益 
1 株当たり 

四半期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 
百万円

0

百万円

△87

百万円 

△87 

円 銭

△2.36

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 0 △135 △136 △3.68

増  減  額          （Ｂ－Ａ） － △48 △48 ―

増 減 率            （％） － ― ― ―

（ご参考）前期第 2 四半期実績 

（平成 27 年 3 月期第 2 四半期） 
0 △88 △88 △2.40

 



 

平成 28 年３月期通期個別業績予想の修正（平成 27 年４月 1日～平成 28 年３月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 
百万円

0

百万円

△175

百万円 

△176 

円 銭

△4.76

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 0 △279 △280 △7.58

増  減  額          （Ｂ－Ａ） － △104 △104 ―

増 減 率            （％） － ― ― ―

（ ご 参 考 ） 前 期 実 績 

（ 平 成 2 7 年 3 月 期 ） 
0 △173 △174 △4.71

 
修正の理由 
（第２四半期累計期間） 
  修正に至った主な要因は、売上高においては、太陽光事業のうち太陽光関連機器販売事業

において、当初予定していた太陽光発電モジュールの販売 9,412 枚のうち、第 2 四半期連結

累計期間までにおいてその殆どを売却できる見込みとなったからであります。また、営業外

費用として第 23 回新株予約権の行使に伴い発生する株式交付費を 48 百万円見込んだため、

経常利益及び親会社に帰属する四半期純利益が減少しております。 
 
（通期） 
  修正に至った主な要因は、営業外費用として第 23 回新株予約権の行使に伴い発生する株式

交付費を 104 百万円見込んだため、経常利益及び親会社に帰属する当期純利益が減少してお

ります。 
 
※本資料に記載されている業績等の予想数値につきましては、本資料発表日現在の状況から合

理的であると判断した一定の前提のもと作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 
以上 


